
調布飛行場の主な経過                                          
年 月 記              事 

昭和１６年 ４月 東京調布飛行場開設 

昭和２０年 ９月 米軍が接収し，調布水耕農園及び補助飛行場として使用 

昭和３０年 ７月 米軍と民間小型機の共同使用が認められ，運輸省が運行業務と飛行場管理を開始 

昭和３６年１１月  東京オリンピック開催に伴うワシントンハイツの移設受け入れに当たり，３市は，市民運動場敷地の無償開放，運動公園の建設，飛行場の廃止を総理府総務長官に要請 

昭和３８年１２月 ワシントンハイツ等の住宅を関東村に移設 

昭和４６年１２月 調布市議会「調布基地跡地全面返還と飛行場使用反対に関する決議」可決 

昭和４７年 ２月 「調布基地跡地対策連絡協議会（通称「六者協」）」発足 

      ３月 ３市市長・議長連名で，調布基地の全面返還と跡地利用を国・都に要請 

４月 都は，運輸省の継続使用要請に対し，３年以内の代替空港選定，移転を条件に暫定使用を了承し，国による「場外飛行場」として運用が開始された。 

昭和４８年 ３月 調布基地跡地の飛行場地区が米軍から日本に全面返還 

昭和４９年１２月 調布基地，正式に米軍から日本に全面返還 

昭和５０年 ３月 国の暫定使用期間が終了し，国は都に継続使用を申し入れた。これに対し都は，飛行場を移転し，敷地を明け渡すよう回答 

昭和５１年 ２月 都は，膠着状態にある飛行場問題を打開するため，飛行場を縮小して逐次跡地利用を進めたいと提案（六者協は，飛行場の縮小化案は結論に至らず継続案件とし，東京都に跡地利用の具体案の明示を求めた。） 

昭和５５年 ８月 調布中学校に小型航空機が墜落 

昭和５６年 ５月 都は，六者協に，調布基地跡地利用計画案を提示 

平成 元年 ６月 都知事，都議会で「調布飛行場は，地域航空の拠点として必要性は高く，不可欠なもの」とする見解を表明 

      ７月 調布飛行場の都営正式飛行場化を提案 

平成 ３年 ６月 調布市議会，調布基地跡地利用対策特別委員会設置 

 ７月 都は，「調布飛行場の整備方針」及び国からの管理引継を提案（平成２年５月開催の六者協で提示された「調布飛行場の整備方針について」をもとに提案） 

平成 ４年 ２月 調布市長，条件付きで飛行場の存続を認めていくという基本的考えを表明し，２１項目の受入条件を提示した。 

      ３月 調布基地跡地利用対策特別委員会，飛行場問題に関する市の基本的な考え及び飛行場の受入条件を都に正式に申し入れることを了承した。 

      ４月 調布基地跡地利用対策特別委員会，国から都への管理引継ぎ，当面の整備，神津島との航空路線の受入を了承した。 

      ５月 六者協は，神津島空港との航空路線の受入を含め，調布飛行場の管理を場外離着陸場のまま，運輸省から東京都が管理を引継ぎ，当面の整備を行うことを了承した。（正式飛行場化については，引き続き，各市
で検討することとなった。） 

６月 調布市は，東京都と調布飛行場の受入条件等について確認するため，「調布離着陸場の管理運営に関する協定」を締結 

      ７月 東京都調布離着陸場として東京都が管理運営を開始 

     １０月 調布市，２１項目の受入条件における事前協議事項を協議する組織として，「調布離着陸場対策協議会」（現，「調布飛行場対策協議会」）を設置 

平成 ５年１０月 都が提案した跡地利用計画案を六者協が了承 

平成 ７年 ７月 都，「調布飛行場の整備方針及び同整備基本計画（案）」により，正式飛行場化を提案 

平成 ８年 ３月 調布基地跡地利用対策特別委員会にて，都営コミューター化の受入条件を了承 

      ４月 調布基地跡地利用対策特別委員会にて，「調布飛行場の整備方針及び同整備基本計画（案）」を了承 

      ６月 調布基地跡地利用対策特別委員会，解散 

      ７月 六者協は，各市の受入条件の受諾を条件に「調布飛行場の整備方針及び同整備基本計画（案）」を了承 

平成 ９年 ４月 調布市は，受入条件を２７項目に改め，東京都と協定及び覚書を締結した。  

      ５月 六者協が解散し，都副知事と３市市長で構成する「調布基地跡地関連事業推進協議会」（「四者協」）発足 

平成１３年 ３月 東京都調布飛行場が正式飛行場として供用を開始 

平成１７年 ３月 調布市議会，調布飛行場等対策特別委員会設置 

 ８月 都，四者協幹事会において，「調布飛行場の管理運営形態の変更等について」を３市に協議を申入れ（具体的な協議事項：「就航率の向上について」，「航空管制官の撤退について」，「調布飛行場の利活用について」） 

１１月 調布飛行場等対策特別委員会にて「航空管制官の撤退について」を了承 

平成１８年 ２月 四者協（第３回「調布基地跡地関連事業推進協議会」）において，「航空管制官の撤退について」を了承（「就航率の向上について」及び「調布飛行場の利活用について」は，継続協議を合意した。） 

４月 都による航空機への情報提供業務開始 

１１月 「四者協」の枠組みに設置されている「調布飛行場諸課題検討協議会」において，都から「就航率の向上について」就航率向上の必要性や就航率向上のために計器飛行方式を導入したいとの考えが示された。 

平成２４年 ５月 都，四者協幹事会において，「三宅島航空路線について」を３市に協議を申入れ 

都，調布飛行場諸課題検討協議会において，「就航率の向上について」を３市に協議再開を申入れ 

     １１月 調布飛行場等対策特別委員会にて「三宅島航空路線について」及び「就航率の向上について」を了承 

１２月 四者協（第７回「調布基地跡地関連事業推進協議会」）において，「三宅島航空路線について」及び「就航率の向上について」を了承 

平成２５年 ４月 調布飛行場 新ターミナル供用開始 

６月 

平成２６年 ４月 

平成２７年 ７月 

調布飛行場における計器飛行方式（ＩＦＲ）の運用開始 

調布－三宅島航空路線の開設 

調布飛行場周辺地域における小型航空機墜落事故発生（事故後の主な経過については資料 D 参照） 
 

資料 Ｂ 


